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１．研究背景と目的  
東日本大震災では、地域住民による津波防災に
関する知識の伝承の重要性がとりあげられた。し
かし、岡山県はこれまで大きな津波に襲われた経
験がなく、津波防災に関する知識の蓄積が全くな
い。また、南海トラフ巨大地震を想定した場合、
津波到着まで 3 時間以上かかると言われている
が、この津波襲来までの長い時間が地域住民に誤
解や過信を生んでいる可能性も考えられる。一方、
津波避難研究は、河田（1997，1999）、河野ら（2002）、
片田ら（2005，2009）など主に津波常襲地域を対
象とした研究が数多く、岡山県沿岸のような“津波
非常襲地域”を対象とした研究蓄積は十分ではな
く、不明な点が多い。 
本報告では、今後の巨大地震を想定した津波避
難行動・意識調査を岡山市沿岸部において実施し、
それらを解析することで、地域住民の津波防災意
識・行動の実態や課題を明らかにする。 
  
２．津波避難行動・意識調査の概要  
本調査の概要を表 1 に示す。2012 年 11 月 21 日
に 1000 部を直接配布し、12 月 28 日までに郵送回
収により 444 部回収した。なお、本調査では、今
後の巨大地震を想定した避難行動について尋ね
ており、家庭において、災害時の避難場所や避難
経路を決定するのは世帯主となる場合が多いと
考えられるため、アンケート回答者を世帯主とし
た。また、アンケート調査項目は合計 25 問で構
成されており、個人属性や津波危機意識、防災対
策への取組、今後の巨大地震を想定した避難行動
などについて尋ねている。 
 
３．単純集計結果 
本章では、津波避難行動・意識調査結果の概要
（単純集計）を示す。 
（１）津波常襲地域住民との津波防災意識の比較 
 東南海・南海地震に対する関心度は、津波常
襲地域である和歌山県（2011）の調査では、
「非常に関心がある」住民が約 45%であるの
に対して、岡山市沿岸部の住民の場合、本調
査結果では約 27%であった。 
 東南海・南海地震が「明日起きても不思議は
ない」と考える住民は、和歌山県（2011）で
は約 47%であるのに対して、岡山市沿岸部の
住民は約 24%であった。 
以上より、津波常襲地域の住民と比較して、岡
山市沿岸部の住民は、今後想定される巨大地震に
よる津波の関心度や危機意識が低いと言える。 
 
 
総   説 
表 1 津波避難行動・意識調査の概要 
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（２）岡山市沿岸部住民の津波対策（備え）の現   
   状 
 津波避難時の場所や、避難経路、交通手段は、
それぞれ約 41%、約 31%、約 37%の住民が既
に決めている。その一方で、非常持ち出しグ
ッズを準備している、津波避難訓練に参加し
たことがある、津波の勉強会（ワークショッ
プなど）に参加したことのある住民は、それ
ぞれ約 17%、約 2%、約 4%と顕著に低い。 
つまり、津波避難対策を頭で考えている住民は
ある程度いるが、（そもそも避難訓練や勉強会な
どのイベント自体が多くないが、）実際に体を動
かして津波に備える住民は顕著に少ない。 
（３）今後の巨大地震を想定した津波避難行動 
以下の状況をイメージしてもらい、その際の避
難行動を回答して頂いた。 
 
平日の午後 8 時に東南海・南海地震が発生し、
岡山県沿岸部では震度 6 強の揺れが観測されまし
た。地震発生から数分後に、あなたの居住する地
域に大津波警報が発令され、高さ 3m の津波が約
3 時間後に到達すると発表されました。また、市
町村からの避難指示も出されています。 これら
の情報を受けて、あなたは安全な場所に避難する
ことにしました。 なお、このとき、あなたは自
宅にいて、同居している家族全員と一緒にいる状
況です。 
 
１）要援護者の実態 
 要援護者は住民の約 5%(サンプル 20 名)。家
族・近所に要援護者がいる住民は、約 28%
（120 名）。なお、本調査の回答は世帯主が対
象となっている。そもそも要援護者の方は世
帯主ではないケースが多いと考えられ、実際
の数値より過小評価されている可能性があ
る。 
 要援護者の約 71%（サンプル 15 名）は、誰
かに助けてもらう段取りができてない。その
うち、約 11%は、助けてもらう人自体がいな
い。 
以上より、地震発生時に逃げたくても逃げられ
ない住民が相当数存在することが浮き彫りとな
った。 
２）津波避難行動の実態 
 約 25%の住民がすぐ避難する（10 分以内）一
方で、荷造りなどをして 1 時間以上経過後に
避難する住民も約 12%存在する（最頻値は約
11 分～30 分で約 37%）。 
 約 45%の住民が自動車で避難を開始する。
（徒歩での避難は約 45%程度） 
 約 79%の住民が実際に「避難する」「避難す
る可能性が高い」一方で、残りの約 21%は大
津波警報が発令されても「避難する可能性が
低い」「避難しない」と回答している。 
言い換えれば、国（中央防災会議）の指針では、
原則「徒歩」となっているが、実際には自動車で
避難する住民が数多く存在する可能性が高い。ま
た、「逃げない」層もある一定程度存在する。 
 
４．津波防災のための「備え」の類型化と
その特性の把握 
 
津波防災に関する「思考」、「行動」、「知識」に
着目して岡山市沿岸部住民の備えの実態を把握
する。具体的には、統計学的な処理を通じて、サ
ンプルを類型化するとともに、それらグループの
特性を個人・世帯属性変数に基づいて明確にする。
手順としては、①表 2 に基づき、各住民の津波防
災の備えを定量化する。（例えば、「思考」の場合
には、3 つ指標を全て満たしている場合には 3 ポ
イントとなる。）②クラスター分析（ウォード法）
を通じて、統計学的に類似したサンプルをグルー
ピングする。その結果を表 3 に示す。なお、クラ
スター内の住民の平均値は最大 3 ポイントとなる。
（「行動」は全体的に実施している住民が少ない
ため平均値も低い。）最後に、③各グループの特
徴を個人・世帯属性変数に基づいて統計的に検定
する（独立性の検定及び残差分析）。その結果を
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表 4 に示す。この分析より、備えの類型化とその
特性（例えば、防災知識だけあって、実際に行動
に移せていない住民はどのような人が多いのか）
を明らかにする。 
分析の結果、避難方法等を頭の中で考えている
が、行動等にあまり移せていない住民は、居住年
数の長い居住者に多く、津波に対する知識はある
が避難方法を考えたりやそれらを行動に移せて
いないのは 60 歳代に多い。その一方で、比較的
万遍なく備えが出来ているのは、70 歳以上の高齢
者夫婦のみの世帯に多いこと等が明らかになっ
た。また、津波防災対策を何も施していない層は、
単身世帯に多いことも把握できた。 
 
５．徒歩避難シミュレーション 
本章では、災害時の避難手段の原則である「徒
歩」の避難に着目し、南海トラフ巨大地震を想定
した徒歩避難ネットワーク解析を行うことで、岡
山市沿岸部の徒歩避難における課題を明らかに
する。 
（１）分析対象地域 
主な分析対象地域を岡山市南区とし、さらに内
閣府（2012）「南海トラフの巨大地震モデル検討
会（第二次報告）」で公表された浸水区域図（地
震発生から 3 分後に堤防が破壊される場合）を参
考にした浸水区域に含まれる地域とする。岡山市
南区は、地震による液状化の影響が懸念されてお
り、かつ平野部が広大であることから避難距離が
長くなる可能性が高いため、今回の分析対象地域
として選定した。対象建物は、対象地域内の学校、
商業施設、病院等の施設と一般住宅を合わせた全
建物としており、50,219 棟の建物を対象に分析を
行った。 
（２）シミュレーション方法及び使用データ 
①南海トラフ巨大地震時の浸水想定区域、②岡
山市南区の浸水想定区域内の全建物データ（ゼン
リン住宅地図）③道路ネットワークデータ（拡張
版全国デジタル道路地図データベース）を用いて、
地理情報システム（GIS）上にデータベースを構
築した。また、内閣府（2005）や和歌山県（2005）
のガイドライン等を参考にして、高齢者以外の徒
歩避難速度を 3.6km/h（1.0m/s）、高齢者を 1.8km/h
（0.5m/s）とした。さらに、地震による建物の倒
壊や液状化、疲労などの影響に配慮するため、高
表 4 独立性の検定及び残差分析の結果 
表 2 津波防災に関する備え指標 
表 3 クラスター分析の結果 
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齢者以外と高齢者それぞれの場合について、徒歩
速度が 20%低下するシナリオも設定した。これら
設定条件に基づいて、「浸水想定区域外まで逃げ
るのにどれくらいかかるか、またどの程度の移動
距離が必要になるのか」を、約 5 万棟を対象とし
た徒歩避難シミュレーションにより明らかにす
る。 
（３）分析結果 
図 1 に対象建物ベースの避難移動距離を示す。
その結果、浸水想定区域外に逃げる場合、3km 以
上の避難が必要になる住民が 9%（4,500 棟）存在
することが分かった。これは、岡山市南部は平野
部が広く、高台が少ないことが起因している。ま
た、仮に津波来襲までを 3 時間と仮定し、「3 時間
で逃げ切れない可能性の高い建物数」を「浸水区
域内建物数」で除した数値を「危険建物率」とし
て、避難開始のタイミングと危険建物率の関係性
を図 2 に示した。それによると、高齢者とそれ以
外の住民とでは、避難開始のタイミングによって
危険率が大きく異なること、さらに避難開始が揺
れて 1 時間後の場合、高齢者の徒歩速度が 20%低
下すると、危険建物率が 2 倍近く上昇することが
明らかになった。つまり、液状化や建物倒壊の程
度によって被害がより甚大になる可能性が示さ
れた。さらに図 3 には、高齢者を対象とした地域
別の避難所要時間（徒歩速度時速 1.8km）を示す。
この結果より、津波来襲が 3 時間後の場合には、
揺れてすぐ逃げたとしても、逃げ切れない可能性
のある住民が岡山市藤田周辺に 182 棟が存在する
ことがわかった。 
今回の徒歩避難シミュレーションは、あくまで
一つのシナリオ結果であることに留意する必要
があるが、その上で浮き彫りとなった岡山市沿岸
部の津波避難上の課題を整理する。 
 津波来襲までに 3 時間あったとしても時間的
に余裕がないこと。（地域住民は、適切な情
報を収集したら、焦らず速やかに避難を開始
すること。） 
 液状化、建物倒壊によって、被害がより甚大
になる可能性が高いこと。 
 津波避難は「原則徒歩」ではあるが、科学的
根拠を十分に蓄積した上で、地域の実情にあ
わせて自動車避難などの可能性も具体的に
検討すること。 
 多くの住民が長距離を移動しなければなら
ない可能性があるため、まずは浸水想定区域
内の既存施設を対象として、「場所」、「高さ」、
「収容可能人数」に配慮した津波災害対応型
の緊急一時避難場所の指定を早急に進める
こと。 
 
 
 
 
図 1 避難移動距離 図 2 避難開始のタイミングと危険建物率 
岡山市南区を対象として南海トラフ巨大地震時において地震発生から 3 分後に堤防が破壊された場合を想定（内閣府） 
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６．おわりに 
本報告では、岡山沿岸部の住民の津波防災意識
の低さや、津波来襲までにたとえ 3 時間あったと
しても地域によっては時間的に余裕がないこと
等を定量的に示した。今後も、科学的根拠（例え
ば、徒歩だけでなく自動車避難を想定した避難シ
ミュレーション等）を蓄積するとともに、それら
を地域住民等にフィードバックすることで、住民
の津波防災意識の向上ならびに地域特性を考慮
した津波避難のあり方を考えるための知見とし
て役立てたい。 
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